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1. 多数機同時運航事例紹介 

この章では多数機同時運航の各社事例について、各社から提供及び公開許諾を受け

た書類等について掲載する。章内では、事業者が申請に臨むにあたり必要な情報を網羅

的に洗い出すことを意図し、以下の 5 つの項目について順に説明を行う。 

① 各社事例の概要 

② 各社の航空局申請書類とその記載内容 

③ 各社の申請添付書類とその記載内容 

④ 各社の航空局との調整内容 

⑤ 各社の航空局申請外の内容 

上記内容により、後続の申請者は申請に必須の書類とその記載内容、申請内容に応じ

て追加的に必要となる可能性のある書類と記載内容、その他考えられる航空局との調

整、それ以外の対応事項等について網羅的に理解できる。 

 本事例集は ReAMo プロジェクト研究開発項目①(4)事業者の実施内容を中心に、

ReAMo 事業外の国内事業者の実施内容についても扱っている。ReAMo プロジェクト

研究開発項目①(4)事業者の実証については、2023 年度、2024 年度ともにカテゴリー

Ⅱ飛行で実施された。比較的低リスクである運航に分類されるが、本事例集の焦点も同

様である。 

現行の制度下では、多数機同時運航に特有な要件については課されておらず、各事業

者においては目視外要件と同等の要件で多数機同時運航を実現している。一部事業者

においては、多数機同時運航の実施に際し、リスクの検討や対策を含めた周到な準備、

実施、評価、改善を行うことで安全な運航に努めている。 

取り扱う各事例について下記に一覧で示す。 
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表 2-1. 多数機同時運航事例一覧（2024 年度） 

事例名 飛行場所 ユースケース パイロット:機体比率 

ReAMo 2022 年度日本航空事例 鹿児島県大島郡瀬戸内町 物流 1:2 

ReAMo 2023 年度楽天グループ事例 福島ロボットテストフィールド 物流 1:3 

ReAMo 2023 年度 KDDI 事例 千葉県君津市 警備 1:2 

ReAMo 2023 年度日本航空事例 埼玉県秩父市吉田地区エリア 物流 1:2 

ReAMo 2023 年度 

イームズロボティクス事例 

福島ロボットテストフィールド 物流 1:3、1:5 

ReAMo 2024 年度日本航空事例 北海道新十津川、千葉県浦安、埼玉県秩父、鹿児島県奄美 物流 1:5 

ReAMo 2024 年度 KDDI 事例 栃木県サイト A、茨城県サイト B、茨城県サイト C 警備 1:3 

ReAMo 2024 年度 

イームズロボティクス事例 

福島ロボットテストフィールド 物流 1:3 

そらいいな事例 五島列島 物流 1:4 

NTT データ事例 北海道石狩川・千歳川 点検・巡視 1:2 

SORABOT 事例 東京都荒川下流事務所周辺 河川巡視 1:2 

KDDI 事例 東京都西多摩郡 物流 1:2 

NEXT DELIVERY 事例 北海道上士幌町 物流 1:2 

NEXT DELIVERY 事例 小菅村、上士幌町、敦賀市、阿賀町、日高川町、境町、川根本町、新十津川町のうち 5 拠点 

 (配送依頼に応じて都度調整) 

物流 2:5 
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1.1 ReAMo 2022 年度 日本航空事例（1 対 2） 

この節では 2022 年度に実施された日本航空による多数機同時運航事例を説明する。 

1.1.1. 事例概要 

 日本航空では、鹿児島県大島郡瀬戸内町にて 1 対 2 の実証を行い、開発したシステム及

びオペレーションの有効性の確認と課題の洗い出しを実施した。二次離島間における平時

および有事のドローン物資輸送を想定している。 

 

表 1-1-1-1.日本航空による実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ（目視外飛行） 

飛行場所 ⚫ 古仁屋大湊緑地公園～瀬相港  

⚫ 古仁屋大湊緑地公園～生間港 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 飛行回数：1 回 

⚫ 飛行時間：古仁屋-瀬相間 15 分 古仁屋-生間間 10 分  

実施時期 ⚫ 2023 年 2 月 

補助者の配置 ⚫ 離着陸地点付近に各 1 名 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 
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図 1-1-1-1. 日本航空物流実証イメージ1 

 

 日本航空の多数機同時運航の事例では、個々の運航に対して公益財団法人福島イノベー

ション・コースト構想推進機構発行の「安全確保措置検討のための無人航空機の運航リスク

評価ガイドライン」を利用し、リスク評価を行っている。また運航システムの設計時には

Hierarchical Holographic Modeling method （HHM 法）を用いたリスク評価を試行中であ

る。 

ＨＨＭ法はリスクを包括的に洗い出し、致命的なリスクシナリオに対処するための 2 つ

のステップからなる。それぞれ、ハザードの特定とリスク分析・評価であり、リスク分析・

評価はさらに 4 つのステップに細分化できる。まず、ハザードの特定ではドローンでの貨

物輸送を、階層を持つシステムの集合体としてとらえ、リスクシナリオを包括的に洗い出す

作業を行う。その後、リスク分析・評価ステップではシナリオのフィルタリングや各種の評

価を行い、それぞれのリスクに対してスコア付け、ランキングの作成を行っていく。抽出さ

れたリスクのうち、致命的なものには対策を実施する。これらのリスク分析手法を多数機同

時運航システムの基礎的な設計に応用することを試行し、一定程度の効果を見込んでいる。 

 
1 ReAMo シンポジウム資料 

https://reamo.nedo.go.jp/library/2023/06/5_KDDI-consortium.pdf 

https://reamo.nedo.go.jp/library/2023/06/5_KDDI-consortium.pdf
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図 1-1-1-2. HHM 法における階層構造を用いたシナリオ洗い出しの概要 

 

図 1-1-1-3. ＨＨＭ法の概要（6 ステップ） 
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図 1-1-1-4. リスク分析手法の多数機同時運航への応用 

1.1.2. 必要書類とその記載内容 

非公開 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、特別な記載などは

していない。） 

1.1.3. 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、特別な添付資料な

どは付記していない。） 

1.1.4. 航空局との調整事項 

特になし 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、個別の調整は実施

していない。） 

1.1.5. 航空局申請外の情報 

事前調整には瀬戸内町の担当部署、企画課の協力を得た。 
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1.2 ReAMo 2023 年度 楽天グループ事例（1 対 3） 

 この節では 2023 年度に実施された楽天グループの多数機同時運航事例について説明す

る。 

1.2.1 事例概要 

 2023 年度実証は、福島ロボットテストフィールドにて 1 対 3 の飛行実証を行い、物流

ユースケースにおける遠隔からの 3 機体同時飛行について検証を行った（図 1-2-1-1）。楽

天グループが航空局に申請した概要について、下記に示す。 

 

表 1-2-1-1.楽天グループによる実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ ドローン拠点側：福島県（福島ロボットテストフィールド） 

⚫ 遠隔運用側：東京都（銀座の貸会議室） 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 実証での飛行回数 1 回/日 

（実証前に数日間飛行テスト予定） 

実施時期 ⚫ 2024 年 1 月 

補助者の配置 ⚫ 補助者あり（プロポ保持 3 名） 

※予期しない異常時に備えて補助者を配置 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 3 

 

 

図 1-2-1-1. 楽天グループ 2023 年度実証概念図 
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1.2.2 必要書類とその記載内容 

この項では多数機同時運航を実施するにあたり、航空局への提出が必要である必要申請

書類について、楽天グループから提出された様式 1（無人航空機の飛行に関する許可・承認

申請書）、様式 2（無人航空機の機能・性能に関する基準適合確認書）、様式 3（無人航空機

を飛行させる者に関する飛行経歴・知識・能力確認書）の実際の資料に基づいて掲載する。   

掲載にあたって、楽天グループから様式 1、2、3 の公開の許諾をいただいた。ただし、個

人情報に関わる内容については伏せている。 
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＜（様式１） 無人航空機の飛行に関する許可・承認申請書（カテゴリーⅡ飛行）＞ 
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＜（様式２） 無人航空機の機能・性能に関する基準適合確認書＞ 
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＜（様式３）無人航空機を飛行させる者に関する飛行経歴・知識・能力確認書＞ 
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1.2.3 申請添付書類とその記載内容 

 この項では楽天グループから航空局に提出された添付書類とその記載内容について掲載

する。楽天グループからは 4 つの書類（飛行を予定している経路を記載するとともに、地図

上に当該経路を示した資料、運用限界及び無人航空機を飛行させる方法が記載された取扱

説明書等の該当部分の写し(開発目的で説明書がない場合)設計図等の写し、無人航空機操縦

者技能証明の情報、過去の飛行実績又は訓練実績等を記載した資料）について公開の許諾を

得た。公開許諾を得た申請添付書類について、下記に掲載する。 

 

＜飛行を予定している経路を記載するとともに、地図上に当該経路を示した資料＞ 
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<運用限界及び無人航空機を飛行させる方法が記載された取扱説明書等の該当部分の写し(開発目的で説明書がない場合)設計図等の写し> 
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<無人航空機操縦者技能証明の情報および過去の飛行実績又は訓練実績等を記載した資料＞
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1.2.4 航空局との調整事項 

この項では楽天グループと航空局との間での調整事項について掲載する。 

 

表 1-2-4-1. 航空局との調整事項 

調整事項 調整内容 備考 

カメラによる常時監視

について 

飛行マニュアル上で、追加の第三者の立入管理

方法として以下の文言を記載。 

 

機体に装着したカメラにて、車両及び第三者を

常時監視し立入管理区画内に車両及び第三者の

立ち入りがないこと確認できた場合は通過す

る、車両及び第三者が近づいたことを確認した

場合は、即時に飛行を中止する措置をとる。 

多数機同時運航である

ことについて補正指示

はなかった 

 

1.2.5 航空局申請外の情報 

 この項では航空局に提出した書類以外について掲載する。 

＜運航マニュアルをさらに詳細化した社内用マニュアル＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-5-1. 楽天グループから航空局に提出された飛行マニュアル抜粋 

  



21 

 

＜その他（実証概要説明資料の抜粋）＞ 

遠隔操縦者は遠隔監視システムと GCS を使用して多数機同時運航を実施している。遠

隔監視システムで、飛行前、飛行中、着陸時の情報収集を行い、GCS ではルート転送と離

陸コマンドで機体を制御している。異常が発生した場合、GCS の一時停止、緊急着陸、

Return to Home 等を押下することによって対応している。 

 

図 1-2-5-2. 遠隔運航者の実施タスク 

 

 1:3 運航時の人員体制は遠隔運航者 1 名、副操縦者 1 名、ドローン拠点スタッフ 1 名、

補助者（プロポ保持）3 名の合計 6 名である。複数機同時に飛行している際に異常が発生

した場合、遠隔運航者から副遠隔運航者に他機体の操縦・監視権限が譲り渡される仕様に

なっている。 

 

図 1-2-5-3. 人員体制と配置 
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楽天グループの実証で特徴的であったのは、拠点スタッフアプリと拠点ポート周辺シス

テムの開発と実装である。拠点スタッフアプリでは、ドローン拠点スタッフの作業負担軽

減と、遠隔運航者との情報連携の円滑化が目的とされた。スマートフォンの点検項目に従

って、拠点スタッフが点検を行いその情報を記入していくことで、遠隔運航者へ準備状況

をリアルタイムに共有することができる。 

 

図 1-2-5-4. 拠点スタッフアプリ 

 

 拠点ポート周辺システムはパトランプを用い、拠点ポートの安全を確保するシステムで

ある。離陸時間のカウントダウン及びドローンが離着陸や帰還する際に自動で警告ランプ

を点灯、警告音を発生させる。 
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＜操縦者 UI＞ 

遠隔監視システムでは、多数機同時運航に必要な情報を集約して表示している。必要な

情報とは、飛行しているドローンの情報、天候情報、点検結果情報、拠点ポートシステム

情報である。画面構成はホーム、マップ、通知画面の 3 つである。別途制御コマンド用の

GCS もあるが、機体メーカーの GCS を多数機同時運航用に一部改修している。 

 

図 1-2-5-6. 遠隔監視システムの UI 
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1.3 ReAMo 2023 年度 KDDI 事例（1 対 2） 

 この節では 2023 年度に実施された KDDI による多数機同時運航の事例について説明す

る。 

1.3.1 事例概要 

 2023 年度実証では、警備ユースケースとして、パイロット:機体比率 1:2 の飛行実証を行

った。実証の概要について下記に示す。実証の内容としては、不審者の侵入を想定した警備

シナリオにおけるパイロット:機体比率 1:2 の運航である。 

表 1-3-1-1. KDDI による実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅠ（目視内、補助者あり） 

飛行場所 ⚫ 千葉県君津市 コードベースキミツ（https://cb-k.net/） 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 実証での飛行回数 6 回/日（6 つの異なる飛行シナリオを想

定） 

実施時期 ⚫ 2024 年 2 月 

補助者の配置 ⚫ 補助者あり（プロポ保持 2 名） 

※予期しない異常時に備えて補助者を配置 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 

検証の内容としては、事業性と安全性の観点から項目を抽出しており、検証項目について下

記に示す。 

表 1-3-1-2. KDDI による実証の検証項目 

観点 項目 検証内容 

事業性 提供サービス 不審者の映像を十分な品質で撮影できるか 

コスト ドローンを活用した警備サービスに対するクライア

ント（施設保有者）の満足度はどの程度か 

運用 コスト費目としてどのようなものがあるか 

安全性 操縦士 運用の標準化は可能か 

ハザード 各シナリオでどのようなハザードが存在するか 

プロシージャ・体

制 

各シナリオで運航を踏まえ、警備ユースケース特有の

体制やプロシージャへの要求事項はあるか 

機体 各シナリオでの運航を踏まえ、警備ユースケース特有

な機体への要求事項はあるか 

運行システム 各シナリオでの運航を踏まえ、警備ユースケース特有

の多数機同時運航システムの要求事項はあるか 

 

https://cb-k.net/
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1.3.2 必要書類とその記載内容 

必要申請書類について、本実証はカテゴリーⅠ飛行あり、航空局への申請は行っていない。 

1.3.3 申請添付書類とその記載内容 

 必要申請書類について、本実証はカテゴリーⅠ飛行であり、航空局への申請は行っていな

い。 

1.3.4 航空局との調整事項 

 私有地におけるカテゴリーⅠ飛行のため、航空局との調整は発生していない。 

1.3.5 航空局申請外の情報 

今回の実証はカテゴリーⅠでの実施につき、飛行申請や、航空局との調整は発生していな

いが、緊急対応計画、実証概要資料（下記資料タイトルのその他に該当）の一部、操縦者 UI

について掲載の許諾をいただいた。 

 

＜緊急対応計画＞ 

 

図 1-3-5-1. KDDI 実証資料から抜粋された緊急時対応手順 
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＜その他（実証概要説明資料の抜粋）＞ 

実証の人員配置について、2 機体それぞれについて手動操縦者が配備されており、遠隔操

縦拠点では 1 名の管制員（遠隔操縦者）と、1 名の全体統括・施設担当警備員、1 名の施設

管理者が従事した。 

 
図 1-3-5-2. KDDI 実証資料から抜粋された人員配置図 

 

人員と役割の一覧について下記に示す。各人員への連絡手段は携帯電話のグループ通話

であった。 

 
図 1-3-5-3. KDDI 実証資料から抜粋された人員体制 
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 ＜操縦者 UI＞ 

操縦者 UI については、1 機体に対し、映像監視卓と飛行監視卓に分け、実証を行った。

 

図 1-3-5-4. KDDI 実証資料から抜粋されたシステム構成図 

 

 

図 1-3-5-5. 実証時の管制員 
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1.4 ReAMo 2023 年度 日本航空事例（1 対 3） 

この節では 2023 年度に実施された日本航空による多数機同時運航事例を説明する。 

1.4.1 事例概要 

 日本航空では、埼玉県秩父市吉田地区にて 1 対 3 の実証を行い、開発したシステム及び

オペレーションの有効性の確認と課題の洗い出しを実施した。（当初の予定は 2024 年 1・2

月中の実施予定であったが、日本航空の計画変更により 2024 年 5 月の実施に延期された。） 

 リスク評価手法については、2022 年度日本航空事例概要（1.1）を参照されたい。 

 

表 1-4-1-1.日本航空による実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ 埼玉県秩父市吉田地区エリア 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 6 回/日 1 日間 合計 6 回を予定 

実施時期 ⚫ 2024 年 5 月 

補助者の配置 ⚫ 離着陸地点付近に各 1 名（操縦スキルを持つ人員） 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 3 

備考 ⚫ 操縦スキルを持つ人員を現地に配置しないオペレーション

検証が実施項目の一つであるが、安全性を考慮し本実証で

は操縦スキルを持つ人員もバックアップとして配置。 

 

図 1-4-1-1. 日本航空物流実証概要 
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1.4.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、特別な記載などは

していない。） 

1.4.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、特別な添付資料な

どは付記していない。） 

1.4.4 航空局との調整事項 

特になし 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、個別の調整は実施

していない。） 

1.4.5 航空局申請外の情報 

事前調整には秩父市の担当部署、産業観光部先端技術推進課の協力を得た。 

秩父市の担当部署を通して、県道への気象観測装置の一時的な設置についても調整を実施

した。また、離発着地点の土地所有者との調整も市を通して実施した。 
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1.5 ReAMo 2023 年度 イームズロボティクス事例（1 対 3、1 対 5） 

 この節では 2023 年度に実施されたイームズロボティクスによる多数機同時運航事例を説

明する。 

1.5.1 事例概要 

 イームズロボティクスでは、福島ロボットテストフィールドでパイロット:機体比率 1:3

及び、1:5 の多数機同時運航の実証を行った。2023 年度は 2 種型式認証申請中の機体で 1

対 5 衝突回避多運航試験を行った。イームズロボティクスでは受信機能を追加したリモー

ト ID による機体間通信と産総研が開発した自律分散衝突回避アルゴリズムによって、機体

が接近を感知した場合、自動で回避行動をとる。自律分散衝突回避アルゴリズムについては、

ReAMo プロジェクトシンポジウム資料を参照いただきたい2 。 

 

表 1-5-1-1. イームズロボティクスによる実証概要 

申請区分 ⚫ 年間の包括申請で申請（カテゴリーⅡ） 

飛行場所 ⚫ 福島ロボットテストフィールド 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 3 日間、1 日 4-5 回 

実施時期 ⚫ 2023 年 9 月、11 月、2024 年 3 月 

補助者の配置 ⚫ 飛行区域の端に 4 名 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 3、1 対 5 

 

図 1-5-1-1. 1 対５多運航試験での各機体位置を現わす MissionPlanner 画面 

 

2 ReAMo シンポジウム資料 

https://reamo.nedo.go.jp/library/2023/03/7_EAMS-Robotics.pdf  

 

https://reamo.nedo.go.jp/library/2023/03/7_EAMS-Robotics.pdf
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2023 年度はイームズ社 E6106FLMP 機体でリモート ID の送受信機能を使った機体間通

信から自律分散衝突回避アルゴリズムを使った衝突回避試験を行った。一定の距離に近づ

くと互いの位置を認識し、右回りで回避する。多数機による運航の一番のリスクは衝突であ

り、たとえ離陸前の飛行ルートは衝突しない設定であっても、風の影響、通信途絶などのト

ラブルで機体が接近することがある。自律衝突回避は多数機同時運航でトラブル発生時に

対応するプログラムである。 

 

 

図 1-5-1-2. 機体の自動回避の様子（5 つのドローンが交わるように航路設計されている） 

1.5.2 必要書類とその記載内容 

非公開（年間の包括申請を活用）  

1.5.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.5.4 航空局との調整事項 

非公開 

1.5.5 航空局申請外の情報 

 人員体制について、パイロット:機体比率 1:5 の実証時の体制は、操縦者１名、副操縦者

１名、監視員２名である。監視者は、飛行ルート、フライトターミネーション（いわゆるキ

ルスイッチ）エリアを確認して、そこから機体が逸脱するようならば、何らかの方法によっ
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て操縦者にフライトターミネーションの宣告をする、という役割であった。 

 

 

※画像出典：公益財団法人 福島イノベーション・コースト構想推進機構 HP 画像から再編 

図 1-5-5-1 実証時の人員配置 
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1.6 ReAMo 2024 年度 日本航空事例（1 対 5） 

 この節では 2024 年度に実施された日本航空による多数機同時運航事例を説明する。 

1.6.1 事例概要 

日本航空では、1 人の操縦者が秩父エリア (埼玉県)、新十津川エリア (北海道)、奄美エ

リア (鹿児島)、浦安エリア (千葉県)の全国 4 地点で、5 機の無人機 (秩父市で 2 機運航)を

操縦する実証を、2024 年 10 月 28 日から 31 日に実施した。本実証では、過年度の実証と

異なり、飛行地点数を 4 地点に拡大し、一人の操縦者により複数エリアにおける多数機同

時運航を実現している点が、特徴である。 

 

図 1-6-1-1.  JAL 実証のエリア3 

 

図 1-6-1-2.  JAL 実証の運航の概念図 

 

3 日本航空, “遠隔操縦者 1 人が全国 4 地点のドローン 5 機体同時運航に成功” 

https://press.jal.co.jp/ja/items/uploads/%EF%BC%88%E5%85%B1%E5%90%8C%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%EF%BC%89%E9%81%A0%E9%9A%94%E6%93%8D%E7%B8%A6%E8%80%851%E4%BA%BA%E3%81%8C%E5%85%A8%E5%9B%BD4%E5%9C%B0%E7%82%B9%E3%81%AE%E3%83%89%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%B35%E6%A9%9F%E4%BD%93%E5%90%8C%E6%99%82%E9%81%8B%E8%88%AA%E3%81%AB%E6%88%90%E5%8A%9F_FNL_WEB.pdf
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表 1-6-1-1. 日本航空による実証 (1 対 5)の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ（目視外飛行、物件３０ｍ以内） 

飛行場所 ⚫ 北海道新十津川エリア 、千葉県浦安エリア、埼玉県秩父エ

リア、鹿児島県奄美エリア 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ ４回/実証期間中 （１対４飛行*：5 回/実証期間中） 

実施時期 ⚫ 2024 年 10 月 

補助者の配置 ⚫ あり 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 5 

*５機の飛行準備をしたものの、天候事由等で１機の飛行をキャンセルした。 

 

本実証では、北から南の異なる地点で実証を行うことで、様々なモデルケース、気象条件

における多数機同時運航の検証を実施している点が特徴である。それにより、事前の確認点

が増加する等運航上の手順が複雑化していると考えられる。 

各離着陸拠点には補助者が配置され、現状ではまだ自動化が難しいプレフライトチェッ

ク、飛行前の機体点検、離発着場の第三者立ち入り管理を行っている。秩父市ではドローン

による道路横断を行っており、道路横断時は機体カメラで安全性を確認している。（レベル

3.5 飛行） 

 本実証では、KDDI が多数機同時運航に対応した運航管理システムを開発し、JAL の航空

安全に関わる知見・技術を活かして、イレギュラー発生時の音声通知や操作の支援機能を搭

載している。 

 操縦室には機体監視用タブレット (5 機分＝1 画面)、操作用タブレット、地図監視用タブ

レット（4 エリア分＝4 枚）、気象センサ・各拠点の点検結果の画面が配置されており、秩父

市での道路横断時は操作用タブレッドで下向きカメラに切り替えて確認を実施している。 

 また、予期しない他機接近やバッテリー残量の低下などのイレギュラー発生時に、画面上

のポップアップと音声により操縦者へのイレギュラーの通知と、対処方法のアドバイスを

行っている (ポップアップは下図右側の赤いオブジェクト)。 

 

図 1-6-1-3. 運航管理システムの画面 
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また、定量的な評価指標の導入検討として操縦者の視線計測を実施している。操縦者が

注視した箇所を可視化する視線ヒートマップの作成や視線情報と NASA-TLX との相関関

係などの調査も実施している。多数機同時運航のヒューマンファクタの分析の国内事例は

少ないことから、人間の状況認識の限界、対応の限界などの要素を検討する上で参考にな

ると考えられる。 

 

図 1-6-1-4. 視線ヒートマップ（トビー・テクノロジー作成） 

1.6.2 必要書類とその記載内容 

この項では多数機同時運航を実施するにあたり、航空局への提出が必要である必要申請

書類について、日本航空から提出された様式 1（無人航空機の飛行に関する許可・承認申請

書）、様式 2（無人航空機の機能・性能に関する基準適合確認書）、様式 3（無人航空機を飛

行させる者に関する飛行経歴・知識・能力確認書）の実際の資料に基づいて掲載する。   

掲載にあたって、日本航空から様式 1、2、3 の公開の許諾をいただいた。ただし、個人情報

に関わる内容については伏せている。 
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＜ （ 様 式 １ ）  無 人 航 空 機 の 飛 行 に 関 す る 許 可 ・ 承 認 申 請 書 （ カ テ ゴ リ

ー Ⅱ 飛 行 ） ＞  
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＜ （ 様 式 ２ ）  無 人 航 空 機 の 機 能 ・ 性 能 に 関 す る 基 準 適 合 確 認 書 ＞  
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＜（様式３）無人航空機を飛行させる者に関する飛行経歴・知識・能力確認書＞ 
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1.6.3 申請添付書類とその記載内容 

 この項では日本航空から航空局に提出された添付書類とその記載内容について掲載する。

日本航空からは 4 つの書類（総重量 25kg 以上の無人航空機の機能・性能に関する基準適合

確認書、無人航空機の追加基準への適合性、無人航空機を飛行させる者一覧、無人航空機を

飛行させる者の追加基準への適合性）について公開の許諾を得た。公開許諾を得た申請添付

書類について、下記に掲載する。 

 

＜総重量 25kg 以上の無人航空機の機能・性能に関する基準適合確認書＞ 
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<無人航空機の追加基準への適合性> 
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<無人航空機を飛行させる者一覧> 
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＜無人航空機を飛行させる者の追加基準への適合性> 
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1.6.4 航空局との調整事項 

飛行申請に関する特別な調整事項はなし。 

ReAMo プロジェクトの実証飛行である事は、あらかじめの情報共有を実施している。 

1.6.5 航空局申請外の情報 

各地の離着陸地点の地権者や、経路下に位置する一部の施設関係者との事前の交渉を市区

町村の担当部署を通じて実施。また一部の関係者には当日の情報共有（メール・電話）を実

施した。 
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1.7 ReAMo 2024 年度 KDDI 事例（1 対 3） 

この節では 2024 年度に実施された KDDI による多数機同時運航事例を説明する。 

1.7.1 事例概要 

 KDDI は、2024 年 12 月に 1 人の操縦者に対して 3 機のドローンを同時に運航する実証

を実施した。本実証は大規模太陽光発電施設における警備用途を想定しており、立入管理区

画のある 3 拠点 (栃木県サイト A、茨城県サイト B、茨城県サイト C)で、それぞれ 1 機ず

つの運航を遠隔地から行った。本実証の特徴としては夜間で行われたことで、体制としては

メイン操縦者とサブ操縦者が遠隔操縦拠点におり、飛行場所に補助者は配置していない。メ

イン操縦者は離着陸時の安全確認、イレギュラー発生時の対応、不審者発見時の操作介入に

伴う追跡の役割を担っている。サブ操縦者については、プレフライトチェックと不審者の確

認を行っている。 

 
図 1-7-1-1. 運航の概念図 

 

表 1-7-1-1. KDDI による実証 (1 対 3)の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ（目視外飛行） 

飛行場所 ⚫ 栃木県サイト A、茨城県サイト B、茨城県サイト C ※操

縦室は東京都港区に設置 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 1 回/実証 

実施時期 ⚫ 2024 年 12 月 

補助者の配置 ⚫ なし 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 3 
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1.7.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.7.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.7.4 航空局との調整事項 

非公開 

1.7.5 航空局申請外の情報 

非公開 
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1.8 ReAMo 2024 年度 イームズロボティクス事例（1 対 3） 

 この節では 2024 年度に実施されたイームズロボティクスによる多数機同時運航事例を説

明する。 

1.8.1 事例概要 

イームズロボティクスは、福島ロボットテストフィールドでパイロット:機体比率 1:1 か

ら 1:3 の多数機同時運航の実証および自律衝突回避試験を実施した。自律衝突回避試験につ

いては、2023 年度事例に記載しているため、本稿では多数機同時運航の実証について紹介

する。 

表 1-8-1-1. イームズロボティクスによる実証の概要 

申請区分 ⚫ 年間の包括申請で申請（カテゴリーⅡ） 

飛行場所 ⚫ 福島ロボットテストフィールド 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 3 日間、26 運航 46 飛行  

※1 対 1: 13 回 1 対 2: 6 回 1 対 3: 7 回 

実施時期 ⚫ 2024 年 10 月 28 日から 11 月 1 日 

補助者の配置 ⚫ あり ※各機体に 1 名 

操縦者機体の比率 ⚫ 最大 1 対 3 

 

 本実証では、多数機同時運航に必要な機材と手順の実証を目的に、パイロット:機体比率

を 1:1 から 1:3 に変化させる形で実施された。機体はイームズロボティクスの UAV-E6150

が使用された。また、体制については、福島ロボットテストフィールドの管制室内に設置さ

れた操縦室に操縦者、操縦者のパフォーマンスをモニタリングするスーパーバイザの 2 名、

各機に飛行場所にプロポをもった現地補助者 3 名が配置される形で実施された。 

 

 
図 1-8-1-1. イームズロボティクス UAV-E6150 

 

操縦室は管制室に設置されており、モニター4 枚が操縦者の前に配置されている。モニタ

ー4 枚の内訳としては、①全機の位置情報等が表示されたコンソール画面・地図 ②全機の

機上カメラ映像 ③全機のステータスとコマンドが表示された運航 UI 画面  ④各機のステ

ータスや地図等が表示された個別 GCS で構成され、③の UI 画面で複数機のコマンド (ホ
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バリング、自動帰還、着陸等)が表示されており、必要に応じて各機の操作が可能になって

いる。 

 
図 1-8-1-2. 操縦室の様子 

 

本実証では、NASA-Task Load Index (TLX)とシステムユーザビリティスケール (SUS)

により、オペレーターの精神負荷と HMI やシステムの使い勝手の測定が行われた点が特

徴である。NASA-TLX は、NASA によって開発された精神的な作業負荷を評価するツール

で、①知的・知覚的欲求、身体的要求、タイムプレッシャー、作業成績、努力、フラスト

レーションの 6 指標により作業負荷が評価される。本実証では、上記ツールによる評価に

より下記が明らかになった。 

表 1-14-1-2. NASA-TLX による評価結果 

• 飛行回数を重ねることで作業負荷が低下する 

• 機体数が増加することで作業負荷が増加する 

• 機体数が増えるとタイムプレッシャーやフラストレーションが増加する 

• トラブル発生時に、作業負荷が限界まで上昇する 

 

また、システムユーザビリティスケール (SUS)については、HMI やシステムの使い勝

手に関する設問が用意されており、操縦者が「強く反対」から「強く同意」の 5 段階から

選択する形で評価された。 

1.8.2 必要書類とその記載内容 

非公開（年間の包括申請を活用） 

1.8.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.8.4 航空局との調整事項 

非公開 

1.8.5 航空局申請外の情報 

非公開 
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1.9 そらいいな事例（1 対 4） 

 この節ではそらいいなの多数機同時運航事例について説明する。 

1.9.1 事例概要 

そらいいな株式会社は 2021 年 4 月に設立されたドローン物流サービス事業を行う豊田通

商株式会社の完全子会社である。そらいいなは現在、長崎県五島列島で医薬品や日用品の配

送を行っている。物流に使用するドローンは米国 Zipline 社が提供する固定翼のドローンと

なっており、最大 1:11 まで対応した多数機同時運航の事例として取り上げる。 

 

表 1-9-1-1. そらいいなの多数機同時運航の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ 長崎県五島市 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 不明 

実施時期 ⚫ - 

補助者の配置 ⚫ なし 

総儒者機体の比率 ⚫ 1 対 11 

備考 ⚫ 特になし 
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図 1-9-1-1. そらいいなが使用する米国 Zipline の機体のスペックとその配送方法 

 

 医療機関向けの医療用医薬品の配送では、従来五島市にある医薬品卸拠点から、トラック

や船便等を使い、医療機関に配送を行っていたが、医薬品卸の課題として少量・頻回・緊急

対応の効率化ニーズの存在、医療機関の課題として既存の物流体制では対応が難しいオン

デマンド配送ニーズがあり、長期的な社会課題を見据えた地域医療体制と医薬品安定供給

体制維持に取り組むためにドローン物流を行っている。市販薬を用いた配送品質テストで

は、コンクリート地面への投下試験を実施し、外箱への著しいへこみ、傷、破れ、薬の欠け

は観察されなかった。この配送品質テストの結果から、医療用医薬品配送に移行し、配送を

継続している。 

 
図 1-9-1-2.現行の医薬品物流体制図4 

 
4 そらいいな提供資料より抜粋 
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図 1-9-1-3. 医療医薬品の配送でのそらいいなの運用図5 

 

  個人向けの日用品・食品の配送では、従来の移動手段である定期船、個人船、海上タ

クシーを使用した買い物をドローン物流で代替することを目的に実施されている。2 次離

島の島民は週に 1-2 回福江島でのまとめ買いを行っているが、二次離島の高齢化が進んで

おり、将来的なまとめ買い行動の継続が懸念されている。 

 運用としては買い物客から福江島内のスーパーに注文が入り、スーパーから注文の品を

そらいいな拠点に移送し、そらいいな拠点から個人宅まで配送する流れを取っている。商

品の投下試験では、パッケージへの工夫により、お弁当の中身がばらばらなることを防い

でおり、その他の食品についても問題なく配送することができた。配送の時間帯は平日

4~6 回程度であり、各時間帯 1 世帯まで、最大 4 機の同時飛行を実施している。 

 
図 1-9-1-4. 五島市の二次離島の状況と買い物行動6 

  

 
5 そらいいな提供資料より抜粋 

6 同上 
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図 1-9-1-5. 個人向け日用品・食品の配送での運用図7 

 

医療用医薬品配送と日用品・食品配送の事業の概況としては、2023 年 12 月 31 日まで

で累積 1,300 回超、108,000km 以上（試験飛行込み）を飛行している。 

 
図 1-9-1-6.事業実施状況8 

日用品に関しては効果検証から、ドローン配送の利用者数・リピート率や、導入前後で

の負担感の増減、買い物にかける時間・コストの増減をヒアリングの上、ドローン配送の

効用を検証している。同時に、事業者側の運営コストとの比較を行い持続可能な配送料水

準の見極めを実施している。 

  

 
7 同上 

8 そらいいな提供資料より抜粋 
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図 1-9-1-7. 事業展開に向けた取り組み 

1.9.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.9.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.9.4 航空局との調整事項 

航空局との調整事項について、調整事項の全体について情報提供をいただくことはできな

かったが、多数機同時運航を行うことについて特段の補正指示を受けなかった旨情報提供

いただいた。 

1.9.5 航空局申請外の情報 

非公開 
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1.10 NTT データ事例（1 対 2） 

この節では NTT データの多数機同時運航事例について説明する。 

1.10.1 事例概要 

 株式会社 NTT データでは、2023 年 10 月 18 日、国土交通省北海道開発局「第 4 回現場

ニーズと技術シーズのマッチング事業」として、石狩川・千歳川において、自律飛行ドロー

ンを用いた災害時等の河川巡視・点検の実証実験を実施した。石狩川では、広域調査への活

用を想定して長距離・高速で飛行可能なドローンである VTOL、千歳川では、詳細調査へ

の活用を想定して回転翼ドローンの実証飛行を行った。パイロット:機体比率 1:2 の多数機

同時運航事例として取り上げる。 

 

表 1-10-1-1. NTT データによる実証概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ 北海道、石狩川・千歳川 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 不明 

実施時期 ⚫ 2023 年 10 月 18 日 

補助者の配置 ⚫ 不明 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 

備考 ⚫ 特になし 

 

 
 図 1-10-1-1. NTT データが多数機同時運航の実証で使用した 2 機体 

 

実証飛行は、VTOL について主に目視外・無人地帯のレベル３で行われ、事前設定され

たルートに従って VTOL を自律飛行させ河川関連施設等の状況を迅速に確認する技術の有
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効性について検証した9。加えて、実証飛行ではドローン運航管理システム（airpaletteUTM）

による異なる種類・メーカーのドローンを離れた場所で同時に自律飛行させる際のドロー

ンの運航管理等に対する有効性の検証を行った。２つの検証結果として、北海道石狩川の美

原大橋から離陸した VTOL は、たっぷ大橋まで飛行し折り返し、離陸場所へ戻るまで、延

べ約 30 キロの行程を正確に自律飛行し、河川施設の動画・静止画を撮影することができた。

また airpaletteUTM により、同時に異なる場所を自律飛行する VTOL および回転翼ドロー

ンの把握・管理等ができることを確認した。 

 従来、平常時や災害時/災害後の河川の巡視・点検については２名体制で車両を使用し行

われていた。自律飛行できるドローンによる巡視・点検が実現できれば、現地に人が赴くこ

となく巡視が可能となり、省力化に資すると考えられる。 

 

 
図 1-10-1-2. 飛行区間10 

 

 
9  NTT データ、”ドローン 2 機の同時自律航行に成功、河川巡視・点検における広域調査を実現” 
10 同上 

https://www.nttdata.com/global/ja/news/topics/2023/102401/
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図 1-10-1-3.ドローンにより期待される効果11 

 
図 1-10-1-4. 飛行中の airpalette UTM の UI 

1.10.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.10.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.10.4 航空局との調整事項 

非公開 

1.10.5 航空局申請外の情報 

非公開 

  

 
11 同上 
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1.11 SORABOT 事例（1 対 2） 

 この節では SORABOT の多数機同時運航事例について説明する。 

1.11.1 事例概要 

 合同会社 SORABOT では、2024 年 1 月 18 日、国土交通省関東地方整備局荒川下流河川

事務所の協力のもと、ドローンポートを利用した次世代の河川巡視実証実験として、荒川下

流河川事務所周辺（東京都北区志茂 5-41-1）の荒川河川上空にて、パイロット:機体比率 1:2

の多数機同時運航の実証実験を行った。 

 

表 1-11-1-1. SORABOT による実証の概要 

申請区分 ⚫ 年間の目視外包括申請と道路上を通過するために追加的な

申請を実施（カテゴリーⅡ） 

飛行場所 ⚫ 荒川下流河川事務所周辺（東京都北区志茂 5-41-1） 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 1 日での実施。1 日３回 

実施時期 ⚫ 2024 年 1 月 

補助者の配置 ⚫ 道路横断を行う飛行経路に 1 名 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 

 

 ドローンを活用した河川巡視を行う上で、省力化・効率化を行うためには、1 人で複数の

ドローンを運用する必要があり、ドローンポートを活用することにより、操縦者の派遣が不

必要となり、ドローン運用のさらなる効率化を進めることができる。本実証の目的は、実証

の中で、1 人がドローンポートの運用を含めた 2 台のドローンを飛行させ、河川巡視におけ

るドローン活用の有効性確認を行い、河川上空利用ルール作成のための課題を抽出するこ

とである12。 

 
12 国土交通省関東地方整備局、“ドローンの実飛行による実証実験参加者の決定！～ 全国初の「河川上空利用ルール」

の作成に向けて（第１０弾）～”  

https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_00853.pdf
https://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kisha_00853.pdf
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図 1-11-1-1. SORABOT が実施した実証の概要 

 

他の多数機同時運航事例との特異点として、巡視を目的として、DroneNest

（SORABOT が提供するドローンポートの商品名）を用いたことが挙げられる。

DroneNest は国土交通省より、夜間における補助者を配置しない目視外飛行の承認を受け

た実績のある全自動で自動充電・遠隔操縦・自動着陸が可能なドローン充電ステーション

である13。この DroneNest は主に海外で導入がされている実績があり、例えばベルギーで

は警察や消防の初期対応等の業務をサポートするために 70 台が導入されている14。 

 DroneNest は Flytbase が提供する遠隔操作アプリケーションと連携されており15、機体

と DroneNest の状況を遠隔で確認することができる。加えて、充電ポートのみ独立して提

供可能で、国産メーカー向けのカスタマイズも可能となっている。 

 
13 PR TIMES、” ロジクトロンと SORABOT、荒川下流河川事務所の実施する「河川上空を活用したドローン利用の

更なる活性化に向けた実証実験」に参加決定”  
14 Flytbase、” World’s First: Citymesh to Deploy 70 Drone-in-a-Box Systems Across Belgium for Emergency Response” 
15 Flytbase、” Heisha Drone Docking Station Powered by FlytBase”、 https://www.flytbase.com/drone-docks/heisha  

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000008.000111543.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000008.000111543.html
https://www.flytbase.com/blog/citymesh-to-deploy-70-drone-in-a-box-systems-across-belgium-for-emergency-response
about:blank
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図 1-11-1-2. Flytbase の遠隔操作アプリケーション 

 

今回の実証は荒川岩淵緑地バーベキュー場と、荒川河川事務所の 2 拠点からドローンの

離着陸がなされた。DroneNest 及び Flytbase が提供する遠隔操作アプリケーションは現地

補助者無しでの運航を支援する機能が備わっているものの、安全の観点から道路を一時的

にまたぐ荒川河川事務所の離着陸拠点にはプロポを持たない補助者が配備された。 

使用されたドローンは、DJI MAVIC2 Pro と、MAVIC3T であり、飛行中は自動航行を

行い、操縦者 1 名が、2 台のドローンを監視した。操縦者の操作介入が必要な事案とし

て、飛行経路下の河川に船舶等の侵入があった場合はホバリング、回避等の操作を行うこ

ととなっていた。河川の利用者には、荒川下流河川事務所を通して、ドローンの飛行につ

いて、事前の告知がなされた。 

今回の実証の申請は、目視外及び DID での包括申請を利用した。先述の通り、道路上

空の経路については補助者を配置している。 

 

1.11.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.11.3 申請添付書類とその記載内容 

ドローンポート対応のための機体改造内容の説明や、補助者及び操縦者を現地に配置しな

いための運用体制の説明が追加的に行われた。 

1.11.4 航空局との調整事項 

 特になし 

（無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、個別の調整は実施

していない。） 
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1.11.5 航空局申請外の情報 

荒川下流河川事務所協力のもと、河川上の第三者立入について関係者にドローンの飛行に

ついて事前告知を行った。また飛行経路下に船舶等が侵入した際には、ホバリングや回避操

作を行う手順となっていた。 
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1.12 KDDI 事例（1 対２） 

この節では KDDI による多数機同時運航事例を説明する。 

1.12.1 事例概要 

 KDDI では、2024 年 10 月に西多摩郡で 1 人の操縦者に対して 2 機のドローンを同時に

運航する実証を実施した。本実証では、稀用医薬品の保存に使われるアンプルを物流ドロー

ンで配送している。 

  

 
図 1-12-1-1. 実証の実施地区16 

 

檜原診療所（東京都西多摩郡檜原村三都郷 2717 番地）と特別養護老人ホーム 桧原サナ

ホーム（東京都西多摩郡檜原村 3791 番地 4）を結ぶルートを設定しており、KDDI スマー

トドローンのオフィス内の運航管理室から遠隔で運航を行っている。道路横断箇所は 2 か

所存在し、ドローンが横断する際には、2 機が同時に横断することがないように、意図的に

タイミングをずらしていたとのコメントがあった。 

 
図 1-12-1-2. 飛行ルート17 

 

 
16 KDDI、”ドローンによる医薬品配送ビジネスモデルの実現にむけた検証を実施” 
17 同上 

https://newsroom.kddi.com/news/detail/kddi_nr-343_3610.html
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表 1-12-1-1. KDDI による実証 (1 対 2)の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ（目視外飛行） 

飛行場所 ⚫ 西多摩郡檜原村 ※操縦室は東京都千代田区に設置 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 計 12 回 (1 日目：4 往復、2 日目：4 往復、3 日目：雨天の

為 0 往復、4 日目：3 往復、5 日目：午前中雨天のため 1 往

復) 

実施時期 ⚫ 2024 年 10 月 

補助者の配置 ⚫ あり (道路横断箇部 2 か所) 

⚫ ※プロポを持つ現地補助者/プロポを持たない現地補助者

は飛行申請上なし 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 

 

 1 対 2 運航の実証では、GCS は KDDI が開発した運航管理システム (FOS : Flight 

Operation System)が使用された。また、機体は ACSL の AirTruck が使用されており、基

本的には自動で運航されているが、下記の事象が発生した場合には人が介入するようにし

ていたとのコメントがあった。 

 人による操作介入が必要な条件は以下である。 

① 地上リスク、空中リスクが確認された場合 

② GPS やコンパスの不具合等の自動航行が不可能となるエラーが発生した場合 

③ LTE の切断などによるリモート監視不可の状態に陥った場合 

1.12.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.12.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.12.4 航空局との調整事項 

１対２の飛行方法について、申請前に航空局に説明（WEB ミーティング）を実施した。 

1.12.5 航空局申請外の情報 

対有人機に対する対策として、有人機団体への事前連絡、NOTAM の発行、DIPS での飛行

通報を実施した。 

また、檜原村とは住民向け周知資料回覧や離着陸場所使用調整を実施したとのコメントが

あった。 
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1.13 NEXT DELIVERY 事例（1 対 2） 

この節では NEXT DELIVERY による多数機同時運航事例（1 対 2）を説明する。 

1.13.1 事例概要 

株式会社 NEXT DELIVERY は現在主にレベル 3.5 にて物流ドローンの運航を行ってお

り、その運航においては、二等無人航空機操縦士（目視内限定解除）以上である「リモート

パイロット」が、日本各地の物流ドローンの運航・監視を実施している。 

 2023 年度には、NEXT DELIVERY の本拠地である山梨県小菅村にリモートパイロット

が集結し、1 人のリモートパイロットが 1 機体の遠隔運航・遠隔監視という体制で、

SkyHub®18社会実装地域の９拠点での物流ドローン運航を行ってきた。 

 現在までの総飛行回数は 1,960 回であり、そのうちレベル 3.5 飛行 252 回の実績を有し

ている（2024 年 5 月 17 日時点）。2024 年度からはすでに 1 人のリモートパイロットが複

数機体の運航・監視できる体制（複数機運航）の試験運航も始めており、12 月までに 1 対

５機を目指し、実運用を実現する見込みである。 

 2024 年 5 月 19 日に 1 人のリモートパイロットが 2 機の運航・監視をする体制で、物流

専用ドローン AirTruck19によるドローン配送デモフライトを実施した。当日は河野デジタ

ル大臣も視察を行い、複数機運航についての説明もなされた。 

 

 表 1-13-1-1. NEXT DELIVERY による実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ 北海道上士幌町 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 不明 

実施時期 ⚫ 2024 年 5 月 19 日 

補助者の配置 ⚫ 無 

操縦者機体の比率 ⚫ 1 対 2 

 
図 1-13-1-1. NEXT DELIVERY が実施した実証の様子 

 
18 AERONEXT、”SkyHub とは”、 https://aeronext.co.jp/business/skyhub/detail/  

19 ACSL、” 物流専用ドローン AirTruck”、 https://product.acsl.co.jp/product/post-906/  

https://aeronext.co.jp/business/skyhub/detail/
https://product.acsl.co.jp/product/post-906/
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1.13.2 必要書類とその記載内容 

非公開 

1.13.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開 

1.13.4 航空局との調整事項 

非公開 

1.13.5 航空局申請外の情報 

非公開 
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1.14 NEXT DELIVERY 事例（2 対 5） 

この節では NEXT DELIVERY による多数機同時運航事例（2 対 5）を説明する。 

1.14.1 事例概要 

NEXT DELIVERY は物流の共同配送および、共同配送を想定した検証を目的に、2024 年

10 月から 11 月にかけてレベル 3.5 での 2:5 による運航を実施した。2:5 による運航は他拠

点同時運航として、小菅村に所在する操縦者が 5 拠点の機体 (各拠点 1 機)を操縦して行わ

れた。同時期に、2:5 の運航以外に 1 拠点 2 機で別ルートを飛行する同拠点同時運航と、同

じく 1 拠点 2 機で同一ルートを飛行する同拠点同一ルート運航が実施されたが、本節では

2:5 の他拠点同時運航を中心に紹介する。 

 

表 1-14-1-1. NEXT DELIVERY による実証の概要 

申請区分 ⚫ カテゴリーⅡ 

飛行場所 ⚫ 小菅村、上士幌町、敦賀市、阿賀町、日高川町、境町、川根

本町、新十津川町のうち 5 拠点 (配送依頼に応じて都度調

整) 

飛行頻度・合計飛行回数 ⚫ 不明 

実施時期 ⚫ 2024 年 10 月、11 月 

補助者の配置 ⚫ あり  

※離陸地点にフライト前点検、機体点検・準備、離陸地点

の第三者立入管理措置を目的とした補助者を配置している

が、プロポを持つ現地補助者はなし 

操縦者機体の比率 ⚫ 2 対 5 

 

 運航体制については、前述のとおり小菅村に操縦者１名 (フライト前点検、運航中の機体

監視、操作介入)と、バックアップ 1 名 (緊急時の操縦権委譲、空域調整・監視、運航管理、

各拠点連絡)、離着陸箇所に補助者 1 名 (フライト前点検、機体点検・準備、離陸地点の第

三者立入管理措置)の体制で実施された。 

 操縦者はタブレットもしくは PC を使用して運航を実施しており、基本的には自動で運航

されているため、操作介入はエマージェンシープロシージャー適用時にのみ行われるとの

ことであった。また、定常運航時には操作介入やバックアップによるフォローは行われず、

エマージェンシープロシージャーかつ、複数機運航対応が不可能な事案が発生した場合に

のみ、バックアップがフォローを行うとのことであった。 

 飛行場所については、NEXT DELIVERY の拠点 (小菅村、上士幌町、敦賀市、阿賀町、

日高川町、境町、川根本町、新十津川町)のうち、配送依頼の状況に応じて 5 拠点選定して、

運航を実施したとのことである。 
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 図 1-14-1-1.  NEXT DELIVERY が実施した実証のイメージ 

 
図 1-14-1-2. NEXT DELIVERY が実施した多数機同時運航の運航拠点の様子 

 

1.14.2 必要書類とその記載内容 

非公開（レベル 3.5 にて飛行を実施） 

1.14.3 申請添付書類とその記載内容 

非公開（レベル 3.5 にて飛行を実施） 

1.14.4 航空局との調整事項 

無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領に従った申請であり、個別の調整は実施し

ていない。 
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1.14.5 航空局申請外の情報 

第三者が存在する可能性の高い河川沿いは飛行を回避しているほか、船舶航路のダイヤ

を回避した飛行、養殖場を回避した飛行をしている。 

グライダーや気球の事業者等と個別調整を実施しているほか、有人機団体周知に際し、最

低安全高度以下での飛行をする事業者（150ｍ以下を飛行する場合）は NEXT DELIVERY

へ連絡を入れるよう周知している（有人機が最低安全高度以下で飛行するケースは限られ

るため）。 
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2. 事例から見る考察 

 本書の目的である、後続事業者の飛行申請に有用な情報を提供するという観点から、国内

で飛行申請の許可・承認を取得する上で、航空局に対する説明に必要と考えられる要素とし

て、制度上明記されている要素とそれ以外の要素を含めた以下の 9 項目について、本書で

掲載した事例をもとに考察を述べる。 

 これらの 9 項目を、機体・システム、操縦者、体制にカテゴライズし、それぞれの項目に

ついて現行の事業者の対応内容をまとめる。 

 

表 2-1. 後続事業者の飛行申請に有用と考えられる 9 項目 
 

項目名 

現行制度における 

対応要否 

本書掲載事例における対応内容 

対応

必須 
対応

任意 
言及

なし 

機
体
・
シ
ス
テ
ム 

①自律飛行 
 

● 
 

目視外飛行の追加要件は存在するが、

多数機同時運航に特化した要件はな

い。 

②衝突回避 
 

● 
 

一般的に機体搭載カメラ映像を用いた

操縦者の周辺状況監視による人・建物・

他機体との衝突対策が行われている。

イームズロボティクスでは、機体同士

が一定距離近づくと、互いの位置を認

識し、自動で右回りに回避するという

シ ス テ ム を 開 発 し 検 証 し て い る

(1.5.1)。 

③遠隔操縦システム 
 

● 
 

一部事業者では運航管理システムを活

用した運航を実施することで操縦者へ

の負荷を低減しようとする取り組みが

観察された。 

操
縦
者 

④個社の運航内容に

即した操縦者訓練 

  
● 一部企業では社内資格制度のもと訓練

体系を設定し、操縦者を決定している。 

体
制 

⑤航空局提出書類 ● 
  

多数機同時運航を考慮した申請書類と

はなっていないのが現状（1.2.2、1.2.3

および 1.6.2、1.6.3）。 
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⑥航空局との調整事

項 

● 
  

事業者からカメラ等の常時監視による

車両及び第三者立入の確認を行ってい

るとのコメント有（1.2.4）。 

⑦リスク分析・評価 ● 
※カテⅢ 

● 
※カテⅡ 

 
リスク分析・評価の実施については、カ

テゴリーⅡ飛行では必須となっていな

いことから 1 社を除き実施しておらず、

その 1 社についても内容については非

公開。 

日本航空は航空産業の知見を活かし、

独自の HHM 法に基づくリスク分析・

評価を行っている(1.1.1)。 

⑧人員体制 
 

● 
 

遠隔操縦者、副遠隔操縦者、バックアッ

プ操縦者（補助者兼）の配置により実証

を行っている(1.6.1 および 1.14.1)。 

⑨飛行経路と調整内

容 

  
● 低高度空域の利用者（グライダーや気

球の事業者等）との調整、最低安全高度

以下を飛行する有人機事業者との連携

を実施（1.14.5）。市町村の担当者と事

前の交渉と、飛行当日の連絡を実施

（1.6.5） 

（その他）多数機同

時運航を実現するた

めのツール、アプリ

ケーション 

  
● 楽天グループでは、ドローン拠点での

点検用のアプリを作成することで、遠

隔操縦者とのドローンの状態のコミュ

ニケーションの円滑化を図る取り組み

を行った（1.2.5）。 

加えて、同社では離着陸場での安全確

保システムとして、警告ランプや音声

の発報を行うシステムを運用してい

る。(1.2.5) 

日本航空の実証では、KDDI が多数機

同時運航に対応した運航管理システム

を開発し、日本航空の航空安全に関わ

る知見・技術を活かして、イレギュラ

ー発生時の音声通知や操作の支援機能

を搭載することで操縦者の負荷を下げ

る試みがなされた（1.6.1）。 
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現在の制度上は、事業者に対し、多数機同時運航に特有な要件は課されていない。一方で、

先進的な取り組みを行う掲載事例各社においては、安全性を向上させるための取り組みが

多く確認された。とりわけ、現状の多数機同時運航は、人間が機体に取り付けられたカメラ

によって周囲の状況を確認し、必要に応じて対応することで実現されている。機体数の上限

は、気象条件や電波条件等の周辺環境によっても影響を受けるが、人間がカメラによって周

囲の確認および必要に応じた対応を行う現在の運航では、人間の認識の限界や、対応の限界

から自ずと数機程度であるということが予測できる。 

したがって、機体数をさらに増加させるためには、人間の認識の限界や、対応の限界はど

の程度であるか（ヒューマンファクタ）を定量的に把握する（ReAMo 2024 年度日本航空事

例（1 対 5）、ReAMo2024 年度イームズロボティクス事例（1 対 3））こととあわせて、機体

の自動化や運航を支援する運航管理システムによる操縦者の負荷軽減を行う必要がある。

機体の自動化の程度が向上し、運航管理システムによる操縦者の負荷軽減が実現されれば、

それにあわせて組織としてあるべき運航体制の姿も変容するため、事業者においては、一律

的な対策を実施していれば安全に運航できる、というわけではなく、「だれが（操縦者）、何

を使って（機体）、どこで（環境）、どのような用途で、どのように運航しようとしているか

（安全を確保するために必要な体制）」の総合的なリスク検討とそれによる対策をすべきで

はないか。さらに、そのような各社の総合的なリスクの検討と対策を取りまとめ、有効な対

策として知見を取りまとめていくことも今後重要な課題である。 

制度観点では、多数機同時運航については、機体数分リスクが増加し、それらを束ねるこ

とからもリスクの増加が見込まれる。そのようなリスクが増加する運航であっても事業者

が安全な運航を行うための要件を設定すべきところ、航空局が「多数機同時運航の普及拡大

に向けたスタディグループ」を発足させた。そのスタディグループの中で、多数機同時運航

を行う際に実施すべき要件の検討がなされる見込みである。 

最後に、多数機同時運航を行う事業者においては、自らが行おうとする運航にどのような

リスクはらんでいるか、またどのような対策が考えられるかを検討する際に、本事例集記載

の各社の実証や実施事項を参照していただきたい。 


